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 伪不採算のソーシャルメディアを縮小、 業績は下期より回

復へ

インタースペース <2122> はアフィリエイト広告を中心としたインターネット広告事業とメディア

運営事業を手掛けている。 また、 インドネシアやタイ、 ベトナムなど東南アジアでアフィリエイ

トサービス事業を立ち上げており、 今後は海外事業にも注力していく方針だ。

2015 年 9 月期の第 2 四半期累計 （2014 年 10 月− 2015 年 3 月） の連結業績は、インター

ネット広告事業の拡大により、 売上高が前年同期比 15.6% 増の 9,106 百万円と好調に推移し

たものの、 人件費の増加や海外事業の立上げ負担増、 ソーシャルメディア ・ アプリ事業の不

振により、 営業利益が同 75.2% 減の 111 百万円となった。

2015 年 9 月期の通期業績は、 売上高が前期比 11.0% 増の 18,630 百万円、 営業利益が同

58.5% 減の 323 百万円を見込む。 インターネット広告事業では、 アフィリエイト広告の拡大に

加えて、 販売商材の拡充・クロスセルを強化することで利益率改善を進めていく。 また、 メディ

ア運営事業においては不採算だったソーシャルメディア事業を縮小し、 従業員の約半分に当

たる 30 名の人員削減を行うなど、 経営合理化による利益体質の改善を図っていく方針だ。

同社は中期計画として売上高 25,000 百万円、営業利益 1,500 百万円を目標に掲げている。

国内インターネット広告事業では、 アフィリエイト広告の拡大に加えて、 ネイティブ広告など新

規サービスの育成によって、 年率 2 ケタ台の成長を見込む。 一方、 メディア運営事業は、 マ

マ向け情報サイト 「ママスタジアム」 に続く新規メディアの開発に加えて、 ゲーム開発事業の

戦略転換により、 黒字転換を進めていく。

 伪Check Point

・ 40 万超のアフィリエイトパートナーが使用、 金融 ・ 保険向けに強み

・ 営業利益 15 億円は 3 〜 4 年後に達成か

・ 人材投資が差別化要因

期 期 期 期 期 期（予）

業績の推移

売上高（左軸） 営業利益（右軸）
（百万円） （百万円）



インタースペース
2122 東証マザーズ

2015 年 7 月 8 日 （水）

本資料のご利用については、 必ず巻末の重要事項 （ディスクレーマー） をお読みください。

2

 伪事業概要

インターネット広告事業の黒字でメディア事業を育成

同社の事業はアフィリエイト広告を中心とするインターネット広告事業とメディア運営事業と

に分けられる。 直近のセグメント別売上高及び営業利益の推移を見ると、売上高ではインター

ネット広告事業が全体の 9 割超を占め、 また、 営業利益ではメディア運営事業の赤字をイン

ターネット広告事業でカバーする構図が続いている。

グループ連結子会社は 7 社で、 ソーシャルメディア ・ アプリ事業を行っている ( 株 )more 

games （モア ゲームズ） が主要子会社であり、 その他に広告事業に関連した子会社を国内

に 2 社 （( 株 ) 電脳広告社、 Ciagram( 株 )） 持っている。 また、 海外事業では、 中国、 イン

ドネシア、 タイにインターネット広告事業を手掛ける子会社を展開しているほか、 2015 年 4 月

にはベトナムにも現地のインターネット広告会社と合弁会社 （出資比率 49%） を設立している。

期 期 期 期 期 予

事業別売上高

インターネット広告事業 メディア運営事業（百万円）

期 期 期 期 期予

事業別営業利益

インターネット広告事業 メディア運営事業（百万円）
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40 万超のアフィリエイトパートナーが使用、 金融 ・ 保険向けに強み

(1) インターネット広告事業

インターネット広告事業では、 アフィリエイト広告を中心に検索エンジン最適化 （SEO ※ 1）

やリスティング広告、 DSP 広告※ 2 のほか、 最近ではネイティブ広告※ 3 なども手掛け始めて

いる。 売上高の大半はアフィリエイト広告による収入で、 アフィリエイト運営事業者の中では

大手の一角を占めている。

アフィリエイト広告とは成果報酬型のインターネット広告のことで、 商品購入や資料請求な

どの最終成果が発生した件数に応じて、 広告主が広告を掲載した Web サイト （パートナーサ

イト） やメールマガジンなどの運営者に対価を支払う形態のことを指す。 広告主からこれら広

告掲載者に至るまでの中間段階として、 アフィリエイトプログラムを提供する同社のような運

営業者が介在することになる。 同社は広告主から得られる広告料を売上高として計上し、 そ

のうちパートナーが受け取る報酬額を支払成果報酬として売上原価に計上している。

アフィリエイトの仕組み

出所 ： 会社資料

アフィリエイトプログラムとは、広告掲載者が自身の Web サイトに広告を掲載するためのツー

ルであり、 使い勝手の良いツールが各運営業者から提供されている。 同社は 2001 年に 「ア

クセストレード」 を開発し、 2015 年 3 月末時点で 40 万を超えるパートナーサイトで使用され

ている。

同社の広告主の業種別売上高構成比はグラフのとおりで、 直近の 2015 年 9 月期の第 2

四半期 （2015 年 1 月− 3 月期） で見ると金融 ・ 保険が 3 割強と最も大きく、 次いで e コマー

スが 2 割強となっており、 両業種で売上高の過半を占めている。 その次に比率が高いのが

SFA （ストアフロントアフィリエイト） で、 約 2 割を占めている。

 ■事業概要

※ 1  検索エンジン最適化 （SEO） ：
検索エンジン経由での集客を
増やすための施策。 希望する
キーワードでの検索結果にお
いて、 より上位に表示される
ように Web サイトに施す対策、
及びその技術を指す。

※ 2  DSP 広 告 ： 「Demand-Side 
Platform （デマンドサイドプラッ
トフォーム）」 の略。 オンライ
ン広告において、 広告主側の
広告効果の最大化を支援する
ツールのこと。

※ 3  ネイティブ広告 ： ニュースなど
をまとめるキュレーションサイ
トやソーシャルメディアサイト
で、 記事などのフレームに自
然（ネイティブ）に溶け込ませ、
読者に抵抗感なく情報を届け
る広告手法のこと。
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SFA とはリアル店舗型のアフィリエイト広告サービスを指す。 主に携帯電話販売店にてサー

ビス提供を行っているもので、 携帯電話の購入者に対して、 広告主が提供するコンテンツア

プリやサービスをショップ店員が勧め、 ダウンロードやサービスを開始した段階で成果報酬が

ショップ側に発生する仕組みとなる。 店員が直接、 顧客に商品 ・ サービスを提案することが

可能であり、 広告主にとっては費用対効果の高い広告サービスとなっている。 同社サービス

は、 契約店舗数で約 1.1 万店舗と業界でもトップクラスのネットワークを形成している。 なお、

SFA の売上高に関しては、 携帯電話の販売動向と相関性が高い傾向となっている。

アフィリエイト広告 業種別売上構成比

金融・保険 コマース サービス エンターテイメント その他
（％）

自社媒体 「ママメディア」 の運営やネイティブアプリの開発も展開

(2) メディア運営事業

メディア運営事業は、 自社運営しているママ向けコミュニティサイト 「ママスタジアム」 の広

告枠を販売するメディア広告事業と、 子会社の more games が展開するソーシャルメディア ・

アプリ事業が中心となる。more gamesでは、主に女性向けをターゲットとした恋愛シミュレーショ

ンゲームの開発のほか、 通信キャリアの公式サイト向けゲームコンテンツや、 ネイティブアプ

リの開発を行っている。

メディア事業の売上高内訳

ｿｰｼｬﾙﾒﾃﾞｨｱ・ｱﾌﾟﾘ コンテンツ（公式・一般） メディア広告 その他（百万円）

 ■事業概要
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 伪業績動向

2Q は人員増強が影響、 ソーシャルゲームの不振も下振れ要因

(1) 2015 年 9 月期の第 2 四半期累計業績

5 月 12 日に発表された 2015 年 9 月期の第 2 四半期累計 （2014 年 10 月− 2015 年 3 月）

の連結業績は、 売上高が前年同期比 15.6% 増の 9,106 百万円、 営業利益が同 75.2% 減の

111 百万円、 経常利益が同 74.0% 減の 117 百万円、 四半期純利益が同 99.2% 減の 1 百万

円と増収減益決算となった。

期初段階でも人員の増強に伴う人件費の増加や、 広告宣伝費、 開発費の増加を主因とし

て減益見通しを立てていたが、 インターネット広告事業においてパートナー報酬額が想定以

上に上昇したことに加え、 ソーシャルゲームの新規タイトル不振によりメディア運営事業の収

益が悪化したことが下振れ要因となった。 なお、 四半期純利益の減益率が大きくなっている

のは、 同社が連結納税を行っていないため、 子会社の赤字がそのまま四半期純利益に影響

しているためである。

2015 年 9 月期の第 2 四半期累計　連結業績

（単位 ： 百万円）

14/9 期 2Q 累計 15/9 期 2Q 累計

実績 売上比 期初計画 実績 売上比 前年同期比 計画比

売上高 7,879 - 8,949 9,106 - 15.6% 1.8%

売上原価 6,242 79.2% - 7,567 83.1% 21.2% -

販管費 1,186 15.1% - 1,427 15.7% 20.3% -

営業利益 449 5.7% 219 111 1.2% -75.2% -49.3%

経常利益 450 5.7% 216 117 1.3% -74.0% -45.8%

特別損益 -2 - - -6 - - -

四半期純利益 254 3.2% 63 1 0.0% -99.2% -98.4%

(2) インターネット広告事業

インターネット広告事業の売上高は前年同期比 21.3% 増の 8,731 百万円、 営業利益は同

60.0% 減の 171 百万円となった。 売上高に関しては、 携帯電話の販売低調により SFA が減

収となったものの、 主力のアフィリエイトサービスが、 金融、 e コマース業界向けを中心に好

調に推移した。 特に、 e コマース分野では健康食品やコスメ、 ファッション関連を中心に前年

同期比で 60% を超える大幅増収となった。 また、 その他広告サービスについても、 アフィリエ

イトサービスとのクロスセルの推進やネイティブ広告の立ち上がりなどで好調に推移した。

一方、 営業利益の減益要因は、 人員体制の強化 （国内 +19 名、 海外 +22 名） による人

件費、 採用費の増加に加えて、 パートナー報酬額が想定以上に増加したことが要因となって

いる。 同社では今期、 アフィリエイトサービスの規模拡大を図るため、 金融向けを中心に媒

体掲載のシェア拡大を進めてきたが、 金融向けの有力提携サイトにおいて報酬額が増加し、

その対応が遅れたことが響いた。 また、 前下期以降、 連結対象に加えた海外事業も立ち上

げ段階にあり、 40 百万円の営業損失となった。
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期

累計

期

累計

期

累計

（百万円）（百万円）

インターネット広告事業の業績

（左軸） （左軸） その他（左軸） 営業利益（右軸）

期

累計

期

累計

期

累計

カテゴリー別売上高

金融・保険 コマース サービス エンターテイメント その他（百万円）

従業員数の推移

インタースペース 国内子会社 海外子会社（人）

（期末）

 ■業績動向
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○メディア運営事業

メディア運営事業の売上高は前年同期比 45.1% 減の 375 百万円、営業損失は 60 百万円（前

年同期は 20 百万円の営業利益） となった。 売上高の内訳を見ると、 「ママスタジアム」 を中

心としたメディア広告収入はアクセスユーザー数の増加もあって堅調に推移したものの、 ソー

シャルメディア ・ アプリ事業は 2014 年 12 月に投入したソーシャルゲームの新作タイトルが不

振だったこと、 公式コンテンツも au のスマートパス向けが減少したことから大幅減収となった。

同社ではソーシャルメディア ・ アプリ事業の収益悪化を受けて、 同事業の収益改善を図る

ための合理化策を 5 月に発表した。 子会社の more games の人員の約半分に当たる 30 名を

5 月末に他社に移籍させることを決定し、 ソーシャルゲームの開発から基本撤退することとし

た。 通信キャリア向けの公式コンテンツやネイティブアプリの開発に関しては、 開発費もさほ

どかからないことから継続する。なお、人員の削減効果は月間で約 10 百万円程度とみられる。

期

累計

期

累計

期

累計

（百万円）（百万円）

メディア運営事業の業績

ｿｰｼｬﾙﾒﾃﾞｨｱ・ｱﾌﾟﾘ コンテンツ（公式・一般）
メディア広告 その他

営業利益（右軸）

財務は健全な状態が継続

(3) 財務状況、 経営指標について

2015 年 3 月末の財務状況について見ると、総資産残高は前期末比 168 百万円増加の 5,763

百万円となった。 主な増減要因としては、 売上債権が 278 百万円、 固定資産が 212 百万円

増加した一方で、 現預金が税金などの支払いにより 327 百万円減少した。

一方、 負債は前期末比 200 百万円増加の 2,960 百万円となった。 買掛金が 352 百万円増

加し、 未払い法人税が 123 百万円減少した。 また、 純資産については前期末比 29 百万円

減少の 2,717 百万円となった。配当金の支払いによる利益剰余金の減少が主因となっている。

経営指標を見ると、 安全性指標に関しては純資産が若干減少したことで、 自己資本比率

が 49.1% から 47.1% へ低下したが、 現預金が 2,143 百万円と総資産の 4 割弱を占め、 実質

無借金でもあることから、 財務状況は健全な状態が続いていると判断される。

 ■業績動向
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貸借対照表 （連結）

( 単位 ： 百万円）

13/9 期 14/9 期 15/3 期　2Q 増減額

流動資産 4,098 4,670 4,626 -44

（現預金） 2,387 2,471 2,143 -328

固定資産 810 924 1,137 213

総資産 4,908 5,595 5,763 168

流動負債 2,371 2,759 2,960 201

固定負債 104 88 85 -3

（有利子負債） 86 58 44 -14

負債合計 2,476 2,847 3,046 199

純資産 2,431 2,747 2,717 -30

主要経営指標

（安全性）

流動比率 172.8% 169.3% 156.3%

自己資本比率 49.5% 49.1% 47.1%

有利子負債比率 3.5% 2.1% 1.6%

 伪今後の見通し

今 2Q を底にして業績は回復に向かう見込み

(1) 2015 年 9 月期業績見通し

同社は 2015 年 9 月期の第 2 四半期 （2015 年 1 月 -3 月期） の決算発表と同時に、 通

期業績見通しの修正も行った。 売上高は前期比 11.0% 増の 18,630 百万円、 営業利益は同

58.5% 減の 323 百万円、 経常利益は同 57.0% 減の 340 百万円、 当期純利益は同 82.1% 減の

69 百万円とそれぞれ期初計画から下方修正している。 ただ、 半期ベースでは今上期を底に

して下期は回復に向かう見通しとなっている。

2015 年 9 月期の連結業績見通し

（単位 ： 百万円）

14/9 期 15/9 期

通期 売上比 期初計画 修正計画 売上比 前期比 期初比

売上高 16,788 100.0% 19,000 18,630 100.0% 11.0% -1.9%

営業利益 780 4.7% 660 323 1.7% -58.5% -51.5%

経常利益 790 4.7% 654 340 1.8% -57.0% -48.0%

当期純利益 386 2.3% 284 69 0.4% -82.1% -75.7%

セグメント別売上高、 利益

（単位 ： 百万円）

12/9 期 13/9 期 14/9 期 15/9 期予 伸び率

セグメント別売上高

インターネット広告 11,531 14,167 15,473 17,900 15.7%

メディア運営 844 1,015 1,314 730 -44.4%

合計 12,375 15,182 16,788 18,630 11.0%

セグメント別利益

インターネット広告 725 742 815 610 -25.2%

国内事業 - 742 855 690 -19.3%

海外事業 - - -40 -80 -

メディア運営 -164 -150 -34 -180 -

合計 561 592 780 323 -58.5%

 ■業績動向
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(2) 事業セグメント別見通し

○インターネット広告事業

インターネット広告事業の売上高は前期比 15.7% 増の 17,900 百万円、 営業利益は同 25.2%

減の 610 百万円を見込んでいる。 このうち海外事業に関しては、 下期も上期並みの損失が

続く想定で、 通期では 80 百万円の営業損失を見込んでいる。 国内事業に関しては、 売上高

の拡大とともに営業利益率も上期の 2% 台から下期は 4% 台まで回復するとみている。

2014 年 3 月期までの平均利益率が 5 〜 6% で推移していたことを考えると、 依然低い水準

にあるものの、 今期は人材投資を積極的に行っていることや、 提携サイトの報酬額増加など

の要因があったことを考えると、 妥当な水準と言えよう。 なお、 4 月には 22 名の新入社員が

加わっている。

通期業績を達成するための施策として、 主力のアフィリエイトサービスでは好調が続く e コ

マース及びサービス業界向けの営業強化をさらに進めていくほか、 販売商材の拡充により、

クロスセルの強化を一層進めていくことで、 収益の回復を見込んでいる。 また、 SFA に関し

ては獲得店舗での稼働率底上げを図っていくため、 広告案件の単価アップや、 教育体制の

強化、 新規ジャンルのチャネル開拓に取り組んでいく。

また、 今後成長が期待できる新規広告サービスとして、 ネイティブ広告が挙げられる。 同

広告はキュレーションサイトやソーシャルメディアなどの媒体を中心に需要が拡大しているもの

で、 特定のターゲット層に広告配信できることから、 費用対効果の高い広告サービスとして注

目されている広告サービスである。 同社でも 2014 年 3 月期から取り組んでおり、 2015 年 9

月期は四半期ベースで 100 百万円程度の売上高規模にまで育っている。 顧客数も e コマー

ス分野を中心として増加している。

同社ではネイティブ広告の成長を加速するため、 自社広告メディアの開発も同時に行って

おり、 2015 年 9 月期中にリリースする予定となっている。 キュレーションサイトや写真系サイ

トとなる見込みで、 アクセスするユーザーをある程度カテゴライズし、 データベース化できるメ

ディアとなる。 今後は他社サイトとの連携も積極的に行いながら UU ※ 1 数を拡大し、 ネイティ

ブ広告の売上高増につなげていくほか、 レコメンドエンジン※ 2 と組み合わせることで、 ターゲ

ティング広告の販売も強化していく考えだ。 ネイティブ広告の売上高に関しては、 2016 年 9

月期に 800 百万円以上と今期予想比 2 倍以上に急拡大するものと予想される。

○メディア運営事業

メディア運営事業の売上高は前期比 44.4% 減の 730 百万円、営業損失は 180 百万円 （2014

年 9 月期は 34 百万円の損失） となる見込み。 前述したように、 ソーシャルゲームの縮小や

公式コンテンツの売上高減少が引き続き足かせ要因となる。

メディア広告事業については、 「ママスタジアム」 の月間 UU 数が 4 月 280 万、 5 月 300

万と引き続き拡大しているが、 伸び率自体は鈍化傾向にある。 このため、 クオリティの高い

新規コンテンツやイベントの導入によって、 UU 数の拡大に取り組んでいく方針だ。 また、 新

規メディアの開発にも着手している。

ゲーム開発事業に関しては前述したように、 ソーシャルメディア ・ アプリの事業縮小と人員

削減を進め、 下期以降に関してはネイティブアプリの開発と、 公式コンテンツでは au 以外の

大手通信キャリア向けの拡販に取り組んでいく方針だ。 この下期も赤字が残る見込みだが、

これらの施策により 2016 年 9 月期には黒字転換するものとみられる。

 ■今後の見通し

※ 1  ユ ニ ー ク ユ ー ザ ー （Unique 
User） の略。 Web サイト、 ま
たは Web サイト内の特定の
ページを訪問した人の数。

※ 2  ユーザーにオススメの商品を
自動で提案できるようなシステ
ムのこと。



インタースペース
2122 東証マザーズ

2015 年 7 月 8 日 （水）

本資料のご利用については、 必ず巻末の重要事項 （ディスクレーマー） をお読みください。

10

(3) 海外事業

海外事業の状況に関してはまだ、 アフィリエイトサービスの立ち上げ段階であり、 広告主に

対するアフィリエイトサービスの認知度向上や、 パートナーサイトの開拓に向けた取り組みを

進めている。

インドネシアにおいては現地の大手ポータルサイト 「detik.com」 を運営する PT. Agranet 

Multicitra Siberkom と業務提携し、 同社のアフィリエイトサービスを提供しているほか、 子会

社で価格比較サイト 「StarPrice」 を運営し、 同サイト上でアフィリエイト広告を提供している。

現在、 月間の売上高としては 100 万円弱程度まで増加してきており、 順調にいけば 2016 年

9 月期中の単月黒字化も視野に入ってきている。 一方、 タイに関してはまだ認知度向上に向

けた取り組みを進めている段階で、 アフィリエイトサービスもこれからの状況となっている。 現

地子会社では金融ポータルサイト 「Moneyhub」 を運営し、 アフィリエイト案件の獲得を進め

ている。

また、 2015 年 4 月にはベトナムで最大級の広告ネットワークを提供する MWORK 社と合弁

会社を設立した。 （出資比率 49%）MWORK はモバイル向けアフィリエイトネットワーク「mwork」

を提供しており、 現在約 58,000 人を超えるアフィリエイターに利用されている。 現在はスマー

トフォン用ゲームの課金決済サービスが主な収入源となっている。 今回の合弁事業では、

MWORK が持つネットワークに対して、 同社のアフィリエイトシステム 「アクセストレード」 を提

供していく格好となる。 同社が保有する多様な業種の広告ノウハウと MWORK のネットワーク

を融合することで、 ベトナムのアフィリエイト広告市場をさらに拡大し、 同国内で最大のアフィ

リエイトサービスプロバイダーになることを目指している。

営業利益 15 億円は 3 〜 4 年後に達成か

(4) 中期経営計画

同社は中期的な経営目標値として、 連結売上高 25,000 百万円、 営業利益 1,500 百万円を

掲げている。 今の成長ペースでいけば、 3 〜 4 年後には達成できるものと考えられる。

期 期 期予 期

中期計画イメージ

売上高（左軸） 営業利益（右軸）
（百万円） （百万円）

 ■今後の見通し
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収益のけん引役となるのは、 国内のインターネット広告事業で、 営業強化によるアフィリエ

イトサービスのシェア拡大に加えて、 ネイティブ広告や動画広告など新規サービスを強化して

いくことで事業規模の拡大を進めていく。 また、 メディア運営事業では 「ママスタジアム」 に

加えて、 新規メディアの立上げも進めながら安定した収益体質の構築を図っていく。

海外事業に関しては、 今後アフィリエイトサービスを展開する各国で市場シェア No.1 の確

立を目指していく考えで、 3 年内の黒字化を当面の目標としている。 中長期的には同社の収

益をけん引する事業に育つものと期待される。

 伪同業他社比較と株主還元策

人材投資が差別化要因

(1) 同業他社比較

アフィリエイト運営会社の大手は同社のほかファンコミュニケーションズ <2461>、 アドウェイ

ズ <2489>、バリューコマース <2491>、リンクシェア・ジャパン （未上場：楽天 <4755> の子会社）

の 4 社が挙げられ。 売上高規模は 100 〜 400 億円の間でひしめき合っている。 同社も含め

た 5 社合計の業界シェアは 6 割程度とみられる。

このうち、 ファンコミュニケーションズは提携サイトが 200 万サイトを超え、 業界最大となっ

ている。 中小企業向け広告ビジネスを長くやっており、 e コマース向けの依存度が比較的高

いのが特徴だ。 アドウェイズはモバイル向け比率が約 5 割 （対国内広告売上高） と高く、ゲー

ム系に強みを持つ。 モバイル系の比率が高いため、 利益率も相対的に低くなっている。 バ

リューコマースはヤフー <4689> の子会社であり、パソコン向けの比率が約 7 割 （件数ベース）

と圧倒的に高く、 e コマースに強いのが特徴で、 ファンコミュニケーションに次ぐ収益性を維持

している。

これら上場企業の中で、 インタースペースの利益率が低いのは、 メディア運営事業の収益

性が低いことに加えて、 インターネット広告事業においても、 提携サイトや広告主開拓のため

に人を多くかけており、 売上高に占める人件費率が相対的に高いことが要因となっている。

2015 年 9 月期においても売上高規模の拡大やサービス品質の維持向上を図るため、 人材

投資を積極的に行っており、 減益要因の 1 つとなっているが、 中期的にはこうした人材投資

の効果が収益面でプラスになってくるものと考えられる。

同業他社比較

決算期 売上高 伸び率 経常利益 伸び率 利益率 EPS DPS PER

インタースペース
<2122>

14/ 9期 16,788 10.6 790 32.3 4.7 57.18 8.0 -

15/ 9期会予 18,630 11.0 340 -57.0 1.8 10.19 8.0 88.6

ファンコミュニケ - ションズ
<2461>

14/12期 31,990 40.8 5,948 44.2 18.6 47.14 15.0 -

15/12期会予 38,700 21.0 7,170 20.5 18.5 59.45 17.0 17.7

アドウェイズ
<2489>

15/ 3期 35,890 13.9 1,197 42.4 3.3 16.81 3.36 66.2

16/ 3期会予 非開示

バリューコマース
<2491>

14/12期 13,373 11.3 1,647 8.3 12.3 28.86 11.0 -

15/12期会予 15,900 18.9 1,590 -3.5 10.0 31.01 10.0 18.8

注 ： 予想 PER は 5 月 25 日終値を基に算出 , アドウェイズは 15/3 期実績 PER ベース

 ■今後の見通し
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東証 1 部指定に向けた施策に注目

(2) 株主還元策

配当金に関しては、 業績動向や資金ニーズ、 将来の事業展開のための内部留保などを

総合的に勘案して決定するとしている。 配当性向としては 20% 程度を目安として考えており、

2015 年 9 月期は 2014 年 9 月期並みの 8.00 円を予定している。

期 期 期 期 期予

（％）（円）

配当金と配当性向

株当たり配当金（左軸） 配当性向（右軸）

 ■同業他社比較と株主還元策
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